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社会保障と財政



出所：財務省資料

日本財政の不都合な事実

• 一般政府（＝国＋地方＋社会保
障基金）債務の対ＧＤＰ比は増加
の一途

⇒主要先進諸国の中でも最悪

 債務残高増＝財政赤字の累積

 財政は持続可能か？

 財政破たん（危機）は起きるの
か？

 脱デフレ・成長で財政再建は実
現可能？
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ギリシャ

176.7％



何故赤字は増えるのか？

• 国（一般会計）の歳出は97兆円規模

• 歳出増を巡る誤解

 誤解＝歳出増は公共事業＝無駄な
支出増による

 実態＝増加の主要因は社会保障

 高齢化の進む我が国では構造的課題
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出所：財務省資料

平成29年度予算



出所：財政制度等審議会

医療費の構造
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政府は21日、税や保険料で賄う医療、介護など社会保障給付費が経済成長率
を年２％前後とする基本ケースで2040年度に190兆円になるとの推計を公表した。
日本経済新聞2018.5．22

社会保障費、40年度６割増の190兆円
政府推計介護は2.4倍、支え手急減で負担増



参考：多過ぎる蛇口？

• 公費（国税・地方税、財政赤字）、保険料と社会保障費を賄う財源＝「蛇口」が多
過ぎる・・・

⇒各当事者は自分以外の誰かが負担することを期待・・・

⇒社会保障費適正化への合意形成が難しい

反対 賛成

財政当局 国税の投入
財政赤字の拡大

保険料の引き上げ

保険者 保険料の引き上げ 公費の投入

地方自治体 地方税の引き上げ 国税の投入

保険加入者 保険料・税の引き上げ 赤字の拡大
⇒将来に付け回し？



参考：社会の高齢化
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社会保障と税の一体改革
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スキマ＝財政赤字要因

• 忘れられた「一体改革」⇒

• 社会保障財源としての消費税増税



社会保障制度を取り巻く状況の変化

厚生労働省 平成23年5月12日

①雇用基盤の変化

• 非正規労働者が増大するなど、就労形態が多様化。

• 片働き世帯中心から共働き世帯中心へと変化。

②家族形態の変化

• 単身世帯の増加、及び今後の更なる増加の見込み。

③地域基盤の変化

• 地域における高齢化の進展。

④生活・リスク基盤の変化

• 若年無業者、現役世代の生活保護世帯、自殺者数の増加など、貧困・格差問題の
深刻化。

⑤企業基盤の変化

• グローバル化、大競争時代に伴う企業の雇用慣行、ビジネスモデル等の変化
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参考：雇用形態の変化

• 雇用の多様化＝選択の結果
VS格差拡大＝機会の不均等（不本意な非
正規雇用）
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出所：政府税制調査会



社会保険料の課題

• その１：美しい建前とそうでもない現実

 建前＝リスクへの備え・世代間の連携

 現実＝逆進的な負担構造・世代間格差（勤労世代への負担の偏重）

• その２；実態として再分配化＝租税化する社会保険料

 社会保険料の多くは制度間移転に充当⇒受益と負担の関係は希薄化

 例：高齢者医療への拠出金・支援金

• その３：（正規）雇用税としての社会保険料

 事業主＝労働コストの増加要因⇒雇用を阻害

 労働者＝手取り賃金の低下⇒就労意欲を阻害（例：１３０万円の壁）
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出所：財政制度等審議会



参考：社会保険料の負担
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「二人以上勤労世帯」
出所：全国消費実態調査（平成21年度）



社会保険料の経済的帰結
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社会保険料 法人税 消費税

課税対
象

勤労世代の
正規雇用の賃金

黒字企業の利益
全ての世代の消
費

雇用へ
の
影響

雇用減少

非正規雇用の増
大

企業が空洞化
→雇用減少
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業
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際

競
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力

輸出
生産コスト増
→製品価格に転
嫁

生産コスト増
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嫁

仕向地課税主義
→製品価格に転
嫁せず

輸入 対象外 対象外 課税対象

出所：経済産業省

（出所）森川正之「東日本大震災の影響と経済成長政策：
企業アンケート調査から（２０１２年５月）
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企業アンケート：経営に重要な影響を与えるもの

（２０１２年２月、３４４４社に対するアンケート、複数回



参考：社会保障とは何か？

• 社会保障制度は「保険」（リスク・ヘッジ）か、「福祉」（所得再分配）か

（1）保険の視点：受益と負担（保険料）の対応関係を重視（＝「応益原則」）

（2）福祉の視点：世代間、国民間の助け合いと連帯を重視（＝「応能原
則」）

「年金制度や高齢者医療制度、介護保険制度は、子どもが老親を扶養

するという私的扶養を社会化したものであることに十分留意が必要であ

る。例えば、年金制度が十分に成熟する以前の世代は、親の私的扶養

もしながら、自らの保険料を納めてきたのであり、公的年金の給付と負

担だけをみて損得論を議論するのは不適切である。」

社会保障制度改革国民会議報告書（平成25年8月6日）
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社会保険料負担を通じた世代間格差

（出所）鈴木・増島・白石・森重「社会保障を通じた世代別の受益と負担」（２０１２年１月）

年金・医療・介護全体における生涯純受給率
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（生まれた年）

（生涯純受給率）

経済産業省資料



ＥＢＰＭの推進



医療費の適正化・・・



日本の医療は安くない！世界第3位

西沢和彦「日本の医療費35か国中世界第3位に」日本総研（2016年7月19日）





再論：「事後的」モラルハザード

• 医療保険に特有にモラル・ハザード

 事前的モラルハザード＝リスク回避努力が阻害

• 医療保険の場合、病気になったとき、診療費（の一部）は保険金で支払い

⇒患者(病気になった加入者）はコスト意識を持たず治療を受ける

⇒過剰受診＝事後的モラルハザード

• 自己負担の引き上げによる事後的モラルハザードの是正

• 受診の頻度（治療の多寡）を決めているのは患者か医師か？

 医師誘発需要＝診療報酬を高めるよう（病床の稼働率を上げるよう等）不必要

な治療、検査や入院を奨励 23



０
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図表３：
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価格

均衡水準
＝個人の選択



受診率の変化

出所：The Effect of Patient Cost Sharing on Utilization, Health, and Risk Protection
Hitoshi Shigeoka American Economic Review vol. 104, no. 7, July 2014

https://healthpolicyhealthecon.files.wordpress.com/2015/05/shigeoka.jpg
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出所：第５回社会保障ワーキング・グループ参考資料集
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出所



• 医療費＝単価＊数量

 単価＝診療報酬

 数量＝医療費適正化計画でコントロール





都道府県の役割

• 「地域医療構想」では都道府県の権限を強化⇒効率化の担い手
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出所：第５回社会保障ワーキング・グループ参考資料集



医療保険者による疾病予防等の取組を促進する

■好事例を横展開させるための３つの取組

Ⅰ. 好事例をモデル化する

Ⅱ. レセプトデータ・健診データ等の
分析のためのシステムを整備する

Ⅲ. モデル化された取組の実施のために
必要な費用に対する支援を検討する

■特定健診・保健指導の実施率の更なる向上
○特定健診・保健指導の効果に関するエビデンスの検証及び周知を行い、保険者の主体的な取組を促進
（例 メタボ該当者と非該当者の平均医療費には約年９万円の差が存在

特定保健指導を終了した者の約１／３が、メタボリックシンドロームの該当者及び予備群ではなくなる）

被保険者

・レセプトデータ
・特定健診データ

・ジェネリック医薬品に切り替えることによって一定以上の医療費負担
軽減効果がある者に、削減額等を通知

・健診データから異常値の者を抽出、レセプトデータと突合して、
医療機関未受診者に受診勧奨

・運動や食事などの生活習慣改善を指導（重症化予防プログラム）
・複数の医療機関に同一の傷病名で受診している者などに対して訪問指導

保険者

○後期高齢者支援金の加算・減算制度については、現行制度に対して関係者からは廃止も含め
意見があり、今年度からの実施状況と関係者の意見を踏まえつつ、より良い仕組みを今後検討

平成25年4月23日
産業競争力会議厚生労働省提出資料
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医療費・介護給付費と健康寿命

 都道府県・政令市の健康寿命と一人当たり医療費（市町村国保）は、一定の負の相関が認められる。
 一人当たり介護保険給付費についても負の相関が認められ、特に男性についてその程度が強い。

（備考）厚生労働省「 国民健康保険事業年報」「介護保険事業状況報告（年報）」、厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」、「健康寿
命の指標化に関する研究」に基づき作成。
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高リスクグループ

35
保険者による指導が必要・・・



国保連資料 36
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厚労省資料



調剤技術料（報酬）
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秋の行政事業レビュー
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時事通信

薬剤師技術料を疑問視＝秋の行政レビュー

• 予算の無駄遣いを検証する政府の「秋の行政事業レ
ビュー」の今期３日目の公開会合が１６日、東京都内
で開かれ、来年度の診療報酬改定を前に、薬剤師に
支払われる調剤技術料について議論した。有識者か
ら、病院内で処方される薬より、院外処方の価格が高
いことを疑問視する声が相次いだ。

• 会合では、院内と院外の処方の価格差が平均２０００
円であることが紹介された。有識者からは、薬剤師の
高い専門性に一定の理解が示されつつ、「差に見合う
価値があるのか」といった意見が出た。（2017/11/16-
19:49）
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経済財政一体改革と「見える化」



経済・財政一体改革」の取組：
「経済財政運営と改革の基本方針2015」より

48
出所：経済財政諮問会議「経済財政一体改革推進委員会」



49
出所：データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会



出所：内閣府（平成２７年１２月４日）







見える化＝比較
• 自治体間のコスト・サービス水準の違いの見える化

 公共サービス水準が同じでも、コストに相違⇒相対的
にコストの高い地域は「非効率」？

 業務改革（民間委託等）の必要性

 サービス水準の代理変数

 教育＝学力テスト・いじめ件数等

 財政運営に無駄のあるとの情報⇒効率化への圧力

 留意：経済環境の近い地域間＝類似団体間での比較
が有効

地域Ａ 地域Ｂ

コスト

地域Ａの財政運営
の非効率？

財政力指数
(平成19年度～平成21年度）

Ⅰ 0.500以上～1.000未満
神奈川県、大阪府、千葉県、埼玉県、静岡県、茨城県、
栃木県、京都府、兵庫県、福岡県、広島県、滋賀県、三
重県、群馬県、岐阜県、岡山県、宮城県

17

Ⅱ 0.400以上～0.500未満
石川県、香川県、長野県、富山県、山口県、福島県、奈
良県、山梨県、福井県、新潟県、愛媛県

11

Ⅲ 0.300以上～0.400未満
北海道、熊本県、大分県、和歌山県、佐賀県、山形県、
青森県、徳島県、岩手県、宮崎県、鹿児島県

11

Ⅳ 0.300未満 長崎県、沖縄県、秋田県、鳥取県、高知県、島根県 6

都道府県類型区分一覧

グループ 団体名 団体数
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参考：政策実験としての分権化

• 異なった地方自治体が公共サービス（例：教育・医療）の質の向上、コストの
適正化に向けて様々な試みを行う

⇒「政策実験」（試行錯誤）が可能

• 例：民間委託、市場化テスト、業績評価、競争促進・誘因づけ等

⇒政策実験を通じて適正なサービス提供体制を「発見」

• 住民は同様の公共サービス供給の自治体間の成果（質・コスト）の比較に
よって居住地域の政策実験の成否を判断

⇒政策の選別・淘汰が促進

• 集権的に行う場合に比べて新しい政策を試みる社会的リスクも低い

 例：「ゆとり教育」？

54



出所：社会保障審議会医療保険部会（平成２６年１０月１５日）



出所：経済財政一体改革推進委員会（平成27年10月13日）

医療費の地域間格差：分析編

• 経済学の視点＝事実確認
から分析へ

• 高齢化等の要因で説明でき
ない地域差

⇒医療提供体制の効率性に起
因？

例：病床数と医療費の因果関
係

 医師（医療機関）誘発需
要？

 病床を埋めるよう患者に入
院を誘導？

 情報・知識以上、医師は患
者に優位≠消費者主権



出所：厚生労働省（平成28年3月）
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